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【2011年の活動を振り返り、2012年を考える】 

急げ､シベリア特措法の具体化･外国籍元抑留者らへの措置 

2012 年を迎えました。昨年は、３月に未曾有の東日

本大震災･津波･原発事故を体験し、後半は世界的な経

済危機が続く、深刻な年でした。未だに、行方不明者

の捜索が続き、放射能汚染は先行きが見通せず、一部

を除いて復興どころか復旧もできていない状態です。

私たちにとっては、2010 年６月に制定されたシベリア

特措法の実施を大きく進展・具体化させるべき年でし

たが、抑留問題をどれだけ強調して広く訴えてよいの

か？ 率直に悩むところもありました。 

しかし、元抑留者の高齢化が一層進み、平均年齢は

89 歳に達し、これまで抑留者の運動をリードしてきた

「全国抑留者補償協議会」(全抑協)が昨年５月に解散

し、「捕虜体験を記録する会」も８月に「オーロラ」最

終号(47 号)を出して、活動を終える中で、バトンを引

き継ぐ形で昨年４月 25 日に発足した当「シベリア抑留

支援・記録センター」の使命は重大です。 

■実態調査基本方針、2012 年度予算案決定 

８月５日に政府は、｢強制抑留の実態調査等に関する

基本的な方針｣(*3･4 頁に掲載)を閣議決定しましたが、

前日に細川律夫厚生労働大臣にシベリア立法推進会議

とともに、「戦後強制抑留者特別措置法の実施について

の要望書」(*2 頁参照)を提出しました。前年にも全抑協

と推進会議で長妻昭厚生労働大臣に 10項目の要望をし

ていますが、今回はさらに３項目に絞り込んで、①国

の主催するシベリア抑留犠牲者の追悼式典、②利用し

やすい資料展示館への転換、③日露の民間の専門家を

活用した調査･実態解明促進、を強く求めました。 

８月５日に閣議決定を経て発表された｢基本方針｣は、

これまでの政府の取組みの経過報告が半分以上を占め、

これからどう取り組むのか？が抽象的で、具体性を欠

いた印象です。意気込みもあまり感じられません。特

措法制定から１年以上たって、議員立法で立法した立

法府の意思が薄められ、役所主導で、内容も後退して

いる印象をぬぐえません。12 月末に 2012 年度政府予算

案が決まり(*4 頁参照)、全予算削減傾向の中で、厚生労

働省のシベリア関係予算案は倍増近い増額を確保でき

ました。そのことは大いに評価したいのですが、他方

総務省予算は縮小しています。厚労省だけの取組みに

なるのではなく、政府全体の総合的な取組みになるよ

う、また金額だけでなく、内容面の精査を含めて、な

お一層の働きかけが今後も必要と思われます。 

■８月 23 日｢追悼の集い｣引き続き開催 

８月 23 日には、今回から当支援センターが中心にな

って千鳥ヶ淵戦没者墓苑で第９回「シベリア・モンゴ

ル抑留犠牲者追悼の集い」を開催しました。厚生労働

省、総務省、外務省の後援を得て、国会のために出席

できなかった細川厚生労働大臣の挨拶を大塚耕平副大

臣が代読下さいました(*6 頁参照)。集いの模様はＮＨＫ

の夜のニュースでも紹介されました。 

■研究者・若い世代の動きにも注目 

特措法制定を機に研究者らが発足させた「シベリア

抑留研究会」(富田武成蹊大教授ら呼びかけ)は 10 月に

青山学院大学で本格的な学術シンポジウムを開催。ロ

シア人研究者も加わって問題提起が行われました(*24･

28 頁参照)。同研究会では小規模な研究会も継続的に開催

し、幅広く関心ある研究者や識者を集めて地道な活動

をめざしています。連携･協力していきたいと思います。 

抑留者を父に持つ漫画家おざわゆきさん(*47 頁参照)

の活躍や大学院でシベリアをテーマに選んで研究され

ている長澤淑夫さん(*27 頁参照)や小林昭菜さん(*23 頁

参照)ら若い世代の活動も注目、期待されます。 

センターでは、元抑留者の話を聞く会や懇談会を、

適宜呼びかけ開催しています。 

特措法を活用して裾野を広げながら、特措法の対象

から除外された外国籍の元抑留者、旧満州･北朝鮮･南

樺太元抑留者への措置、遺族への配慮などをさらに求

めていきたいと思います。最近韓国からも台湾からも

訃報が届き、いずれも生存する元抑留者の数は急速に

減ってきています。時間がありません。早急な措置実

現をとりわけ強く訴えていきたいと思います。 

（有光 健） 
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「戦後強制抑留者特別措置法」の実施についての要望書  

厚生労働大臣 細川 律夫 様 

 

東日本大震災･原発事故への対応、Ｂ型肝炎訴訟の和解、雇用の確保をはじめ、多

くの課題に日夜お取組み、ご努力いただいているお働きに感謝いたします。 

昨年６月に「戦後強制抑留者特別措置法」が国会で成立、制定されてから 13 ヶ月

が過ぎました。特別給付金については、すでに６万４千人以上が申請し、認定を受

けて受領しております。同法のもうひとつの柱である第 13 条の基本方針がようやく

閣議決定がされると伺いましたが、立法から１年以上たって、あまりに時間が過ぎ

て、法律の執行者に緊張感が失われてきているのではないかと憂慮します。 

３月 11 日に起きた未曾有の国難に瀕し、震災･津波･原発対応にさまざまな取組みが優先されるべきであることは、

私たちも理解し、承知しております。しかし、平均年齢が 88 歳を越えて、措置の対象となる元抑留者も、推定で毎

日 20 人、１年で６～７千人が亡くなっていて、時間的に猶予のない状態です。せっかく国が初めて実態調査を始め、

証言や資料を集めようとしても、もう話を聞ける時間は本当に少なくなってきています。 

昨年８月 18 日に長妻厚生労働大臣に 10 項目の要望させていただきましたが、後を引き継がれた細川大臣に、当

面以下の３点にしぼって要望させていただきます。 

 

１．【国が主催してシベリア抑留犠牲者の追悼式典を】 

 ロシアと日本の双方で、スターリンが拉致・強制抑留命令を発した＜８月 23 日＞を心に刻むべき歴史的な日

付として、国の記念日とし、民間団体任せでなく、国が主体となって、政府主催で祈念式典を行っていただきた

い。３月 10 日の東京大空襲や６月 23 日の沖縄慰霊の日、８月６日・９日の原爆忌は、被害地の自治体主催で行

われていますが、日本とロシアの国策によって行われ、犠牲者も全国各地に散在している実情を踏まえて、抑留

死亡者を心に刻む式典は国が主体となってこそ行われるべきです。今年もぜひ厚生労働大臣が８月 23 日の追悼

の集いにご参列・ご挨拶･献花いただけますよう要望します。 

２．【充実した利用しやすい資料展示館に転換を】 

新宿にある「平和祈念展示資料館」が平和祈念事業特別基金から昨年総務省に移管されたものの、入場者数も

年間４万２千人と他の資料館(昭和館･しょうけい館･舞鶴引揚記念館など)と比べても大変少なく、資料収集も中

断したままで、中途半端な状態が続いていて、活用されていません。家賃･倉庫賃料の負担も大きく、税金を投

じた国の事業のあり方からも問題です。旧ソ連･モンゴルから帰還した一万人を越える遺骨の眠る国立千鳥ヶ淵

戦没者墓苑に近く、落ち着いた場所で他の類似の資料館とも連携できる至便な場所に移し、ボランティアなどを

活用して費用も節約して運営できるよう要望します。類似の施設の運営をこれまで委託されてきた業者や関連団

体とのあり方も再検討し、利用者にとって便利で有効利用できる施設を総合的、有機的に再配置し、活用してい

く方向に改善していただきたい。 

３．【現地に専門家を送り、調査を進めるとともに成果を共有し、次世代に継承を】 

抑留された現場は、旧ソ連・モンゴルで、多くの資料、当時を知るロシア側の関係者もロシアや周辺諸国に存

命中です。ぜひ早期に、役人ではなく、ロシア語のできる専門家の調査団をロシアなどに派遣し、これまで収集

できていない資料や証言の収集・調査をスピード感を持って実施し、その成果を公表していただきたい。また、

日本側専門家だけでなく、ロシア側の民間の専門家にも協力を求め、その研究成果や評価を共有し、ロシアと日

本の双方の教科書にも記載し、ともに歴史を継承するよう努力いただきたい。 1991 年の捕虜に関する日ソ協定

も、20 年を経ているので、再検討し、より積極的な情報･資料の収集､遺骨収集･返還ができるよう改めるととも

に、交流を深化させていただきたい。たとえば、現在日本政府が米豪など連合国の元捕虜を日本に招いているよ

うに、日本人元捕虜をロシアやモンゴルなどが招聘･交流するような事業を外交的に位置付けて、ロシア側の国

費で実施していただきたい。遺族だけでなく、被害体験者がロシアを訪れ、辛い体験を解きほぐすことも大切で

す。65 年前の後始末ですが、いつまでも怨恨と不信を引きずるのでなく、きちんと調査し、事実を明らかにした

上で、相互理解と和解を進める未来志向的な事業として位置づけていただきたい。 

 

基本方針策定がすでに大幅に遅れていることを踏まえて、早急に今年度第三次補正予算案および来年度予算案

で必要な経費を確保し、実施できるところから実行していただけますよう切望します。 

私どもは、巨額の予算を求めるつもりはなく、無駄を省いて、有意義なところに手当てするよう、工夫と迅速

さを強く求め、要望・提案するものであります。 

2011 年８月４日 

シベリア立法推進会議代表 平塚光雄  シベリア抑留者支援･記録センター代表世話人 有光 健 

 

 

細川律夫厚生労働大臣（右）と 
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平成 23 年８月５日閣議決定 

強制抑留の実態調査等に関する基本的な方針 

 
戦後強制抑留者に係る問題に関する特別措置法

（平成 22 年法律第 45 号。以下「特別措置法」とい
う。）第 13 条第１項の規定に基づき、特別措置法第
２条に定める戦後強制抑留者（以下「抑留者」とい
う。）に係る問題のうち特別給付金の支給により対処
するもの以外のものに対処するために行う、その強
制抑留の実態調査その他の措置（以下「実態調査等」
という。）を総合的に行うための基本的な方針（以下
「基本方針」という。）を以下のとおり定める。 

 １ 実態調査等に関する基本的方向  

（１）これまでの経緯 

・ 昭和 20 年８月９日以来の戦争の結果、同年９月２日以

後、ソヴィエト社会主義共和国連邦（当時）（以下「旧ソ

連」という。）又はモンゴル人民共和国（当時）（以下「モ

ンゴル」という。）の地域において抑留された抑留者は、

戦後、酷寒の地において、長期間にわたって、劣悪な環境

下で強制抑留され、多大な苦難を強いられ、その間におい

て過酷な強制労働に従事させられた。昭和 21 年から昭和

33 年までの間に、旧引揚援護院、旧復員庁等において、旧

ソ連又はモンゴルの地域から帰還した者に対する聴取り、

留守家族から提出された未帰還届等に基づいて調査した

結果、抑留者は約 57 万５千人、強制抑留下において死亡

した抑留者（以下「抑留中死亡者」という。）は約５万５

千人と推計している。 

・ 抑留中死亡者については、昭和 21 年以降、帰還者の証

言や情報等に基づき死亡公報が出され、また、死亡が不確

実な者について、未帰還者に関する特別措置法（昭和 34

年法律第７号）に基づき戦時死亡宣告がなされてきた。 

・ 一方、埋葬地については大半が不明のままとなっていた

ため、昭和 31 年 12 月 12 日の「日本国とソヴィエト社会

主義共和国連邦との共同宣言」（以下「日ソ共同宣言」と

いう。）の発効以降、埋葬地に関する資料や死亡状況の情

報提供を旧ソ連に対して要請してきた。 

・ また、旧ソ連と協議を行い、昭和 36 年から関係者遺族

等による墓参を実施した。 

・ 昭和 63 年７月１日には、いわゆる恩給欠格者、抑留者、

引揚者の戦争犠牲による労苦について国民の理解を深め

ること等を目的として平和祈念事業特別基金（以下「平和

基金」という。）が設立され、抑留者等に対して慰藉の念

を示す事業を行った。 

・ 平成３年４月18日には、「捕虜収容所に収容されていた者

に関する日本国政府とソヴィエト社会主義共和国連邦政府

との間の協定」（以下「日ソ協定」という。）が締結された。 

・ 日ソ協定においては、抑留中死亡者の名簿の提出、埋葬

地に関する資料の提出、遺骨及び所持品の引渡し、埋葬地

の保存、慰霊碑の建立、墓参の実施等に関する措置が定め

られた。 

・ 平成 22 年６月 16 日、抑留者の労苦を慰藉するための特

別給付金を支給するための措置を講ずるとともに、併せて

強制抑留の実態調査等に関する基本方針の策定について

定めることを目的とする特別措置法が成立した。 

（２）実態調査等に関する基本的方向 

・ 関係省庁が連携し、地方公共団体及び抑留者に関する支

援等の活動を行う国内外の民間の団体その他の関係者（以

下「民間団体等」という。）の協力も得つつ、実態調査等

に取り組む。 

・ 関係国政府との間の既存の枠組みを最大限に活用しつつ、

必要に応じ、関係国との協議を行い、一層の協力を要請する。 

 ２ 次に掲げる措置の実施に関する基本的事項  

（１）抑留中死亡者についての調査（その埋葬された場所に

ついての調査等を含む。） 

ア これまでの取組 

・ 旧ソ連地域における抑留中死亡者については、昭和 21

年以降、帰還者の証言や情報等に基づき死亡公報が出さ

れ、また、死亡が不確実な者について、未帰還者に関する

特別措置法に基づき戦時死亡宣告がなされてきた。 

・ 埋葬地については大半が不明のままとなっていたため、

昭和 31 年の日ソ共同宣言の発効以降、埋葬地に関する資

料や死亡状況の情報提供を旧ソ連に対して要請してきた。 

・ 日ソ協定に基づき、ロシア連邦等に対して死亡者名簿等

の情報提供を求め、死亡者名簿、埋葬地に関する資料が提

供された。 

・ 旧ソ連地域における抑留中死亡者は約５万３千人と推計

しており、ロシア連邦等から提供された資料と死亡者名簿

等の記録資料（以下「日本側資料」という。）との照合調

査を進めている。 

・ 平成 21 年３月には、資料が提供されていない約１万２

千人及び照合調査によっても資料の特定に至らない約９

千人の合計約２万１千人のデータをロシア連邦に提供し、

更なる調査と資料の提供を要請した。 

・ 平成 22 年４月までに、ロシア国立軍事古文書館（以下

「古文書館」という。）が保有する抑留者登録カード（約

70 万枚、以下「登録カード」という。）が提供された。登

録カードと日本側資料との照合調査を進め、平成 22 年度

末までに新たに1,854名の抑留中死亡者に関する資料を特

定し、平成 22 年度末までに資料の特定に至った抑留中死

亡者は 3万 3,880 人となった。 

・ モンゴルにおける抑留中死亡者は約２千人と推計してお

り、平成３年以降、順次同国から名簿の提供を受け、日本

側資料との照合調査を進め、平成 22 年度末までに資料の

特定に至った抑留中死亡者は 1,429 名となった。 

・ 照合調査の結果、資料の特定に至った抑留中死亡者につ

いて、地方公共団体の協力を得て、遺族の所在を調査し、

遺族が判明した場合には、本籍地の都道府県を通じ、ロシ

ア連邦等及びモンゴル国から得られた情報を遺族にお知

らせしている。 

イ 措置の実施に関する基本的事項 

・ 民間団体等の協力も得つつ、関係国政府との間の既存の

枠組みに基づき、古文書館が保有する資料等の調査を引き

続き行い、戦後 70 周年を迎える平成 27 年度に向けて、抑

留中死亡者についての調査を進める。また、現在進めてい

る登録カードを活用した照合調査を速やかに行う。さら

に、抑留中死亡者に関する資料等については、公文書等の

管理に関する法律（平成 21 年法律第 66 号）に基づき国立

公文書館への移管を進める。 

・ 資料の特定に至った抑留中死亡者について、遺族の所在

を引き続き調査し、得られた情報を遺族にお知らせする。 

（２）抑留中死亡者の遺骨及び遺留品についてのその収容及

び本邦への送還その他の必要な措置 

ア これまでの取組 

・ 日ソ協定に基づき、ロシア連邦等から死亡者名簿、埋葬

地に関する資料が提供されたほか、平成３年度から遺骨帰

還事業を実施し、埋葬地の調査を行い、収容可能と判断さ

れた埋葬地について遺骨を収容し、民間団体等の協力を得

て、平成 22 年度末までに 1万 8,690 柱の遺骨が帰還した。 

・ モンゴル国においては、平成６年度から遺骨帰還事業を
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実施し、民間団体等の協力を得て、平成 22 年度末までに

1,804 柱の遺骨が帰還した。 

・ また、平成 15 年度から、死亡者名簿等の記録資料から

戦没者及び遺族を推定でき、遺族から適切な検体が提供さ

れ、遺骨から鑑定に有効なＤＮＡが抽出できる場合には、

ＤＮＡ鑑定を行っている 

・ 死亡者名簿等から推定できる関係遺族については、「戦

没者遺族のＤＮＡ鑑定のお知らせ」を送付し、遺族からの

申請に基づきＤＮＡ鑑定を行い、平成 22 年度末までに 801

柱の遺骨の身元が判明し、遺族が居住する都道府県を通

じ、収容した遺骨を遺族にお渡ししている。 

・ さらに、日ソ協定に基づき、ロシア連邦等の協力を得つ

つ、遺留品を収集し、遺族が判明した場合には、遺族が居

住する都道府県を通じ、遺留品を遺族にお渡ししている。 

イ 措置の実施に関する基本的事項 

・ 民間団体等の協力を得つつ、関係国政府との間の既存の

枠組みに基づき、平成 27 年度に向けて埋葬地の調査を引

き続き行い、遺骨帰還事業を進める。 

・ 遺族が判明する可能性がある場合、ＤＮＡ鑑定を引き続

き行い、ＤＮＡ鑑定等により身元が判明した場合には、収

容した遺骨及び遺留品を遺族にお渡しする。 

（３） (1)又は(2)に掲げる措置と併せて行う抑留者に係る

強制抑留の実態の解明に資するための調査 

・ 民間団体等の協力を得つつ、関係国政府との間の既存の

枠組みに基づき、古文書館が保有する資料等の調査を引き

続き行い、抑留者に係る強制抑留の実態に関する情報等の

収集を引き続き行う。また、抑留中死亡者に関する資料等

については、公文書等の管理に関する法律に基づき国立公

文書館への移管を進める。 

 ３ 抑留者の労苦についての国民の理解を深め、及びその
戦争犠牲としての体験の後代の国民への継承を図るた
めの事業並びに本邦に帰還することなく死亡した抑留
者に対する追悼の意を表すための事業の実施に関する
基本的事項 

（１）これまでの取組 

・ 平和基金では、昭和 63 年から、いわゆる恩給欠格者、

抑留者、引揚者に対して慰藉の念を示す事業として、慰労

金の支給事業、慰労品の贈呈事業、平和祈念展示資料館に

おける資料の展示、慰霊碑の建立（千鳥ヶ淵）などを実施

してきた。 

・ 平和基金は、特別措置法の成立に伴い、平成 22年９月末

をもって、特別給付金支給事業以外の業務を全て終了した。 

・ そこで、平和基金から承継した、労苦に関する資料の平

和祈念展示資料館における展示及び慰霊碑（千鳥ヶ淵）の

管理を行っている。 

・ 旧ソ連地域等において、昭和 36 年から埋葬地が特定さ

れている地域を中心に墓参を実施してきたが、平成 15 年

度以降、埋葬地場所の特定の有無にかかわらず、各地方、

州ごとに広く遺族の参加を求め、全ての遺族を対象として

慰霊巡拝を実施した。 

・ 平成７年７月 31 日に旧ソ連地域のハバロフスク市に、

平成 13 年 10 月 15 日にモンゴル国のウランバートル市に

戦没者慰霊碑を建立した。 

・ 旧ソ連地域の中で遺骨帰還事業が実施できない地域（11

地域）に小規模慰霊碑を建立した。 

（２）措置の実施に関する基本的な事項 

・ 平和基金から承継した労苦に関する資料の展示及び慰霊

碑（千鳥ヶ淵）の管理並びに慰霊巡拝及び海外慰霊碑の建

立・管理を引き続き行い、抑留者の労苦の国民の理解及び

後代の国民への継承並びに抑留中死亡者の追悼のための

取組を引き続き推進する。 

・ 戦中・戦後の労苦に関する資料の収集・展示を行う昭和

館等の施設間の適切な連携を図る。 

・ 抑留中死亡者の追悼のための民間団体等の取組との適切

な連携を図る。 

 ４ 実態調査等として行う措置のうち２及び３以外の措
置の実施に関する基本的事項 

・ 関係省庁の取組（基本方針に具体的な定めのないものを

含む。）を整理し、実施状況を適切に公表する。 

・ 関係国政府との間の既存の枠組みを最大限に活用しつ

つ、民間団体等の研究の促進に努める。 

 ５ 実態調査等についての関係行政機関相互間の連携協
力体制の整備に関する基本的事項 

・ 必要な情報や意見の交換を行い、関係省庁が適切に連携

協力して取り組む。 

 ６ 実態調査等についての地方公共団体及び民間団体等
との連携に関する基本的事項 

・ 地方公共団体と連携しつつ、民間団体等の協力を得て取

り組む。 

 ７ その他実態調査等に関する重要事項 

・ 関係国政府との間の既存の枠組みを最大限に活用しつ

つ、必要に応じ、関係国との協議を行い、一層の協力を要

請する。 

 

   2012 年度シベリア関係予算案の概要  

厚生労働省社会・援護局    ２億5973万２千円 
（＊2011年１億4124万７千円 △84％増） 

【内訳】 
1) 抑留中死亡者身元特定作業関係 1億928万1千円 

(民間団体等を活用した旧ソ連抑留関係資料の取得・協議翻

訳等に係る経費、2011年5778万3千円 △89％増) 

2) 抑留中死亡者遺骨帰還関係   1億1078万円 

(民間団体等を活用した埋葬地調査及び遺骨の収容・帰還等

に係る経費、2011年5529万6千円 △83％) 

*遺骨帰還等実施地域（４地域⇒７地域）:①ハバロフスク､

②ザバイカル､③沿海､④イルクーツク､⑤クラスノヤルスク､

⑥ブリヤート共和国､⑦カザフスタン共和国） 

3) 抑留中死亡者追悼・慰霊巡拝関係  1770万6千円 

(2011年1708万6千円 △3.6％増)  

＊慰霊巡拝実施地域（４地域⇒４地域）:①ハバロフスク､②

沿海､③ザバイカル､④イルクーツク 

4）抑留中死亡者追悼慰霊碑維持管理等 2196万5千円 

(2011年1108万2千円 △98％増)  

＊事業内容：慰霊碑管理費(ハバロフスク)､小規模慰霊碑建

立(２地域)､昭和館等の施設間の連携等 
 

総務省平和祈念事業経費    ４億5749万６千円 
（*2011年５億7500万円 ▼20％減） 

【内訳】 ＊1)～6)を乃村工芸社に委託 
1) 資料館整備維持費        4572万7千円 

 （展示施設修理､館内企画展等） 

2) 資料収集保管経費     4967万4千円 

（資料収集､複製資料製作､資料劣化防止等） 

3) 広報経費          6074万1千円 

 （パンフレット､自由研究ノート､労苦体験漫画等） 

4) 地方展等経費          9392万1千円 

 （平和祈念展､語り部学校派遣､移動教室等） 

5) 資料館運営費          7585万5千円 

 （運営人件費､事務費） 

6) 管理経費         1億2907万1千円 

 （資料館及び美術品保管倉庫賃料､一般管理費等） 

7) 慰霊碑園地管理費      250万7千円 

 （定期的な清掃･点検作業（週１回）等業者発注） 
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■特別給付金の支給申請は３月31日までです！ 

 旧ソ連・モンゴルに抑留された方で、まだ特別

給付金を申請しておられない方は、下記に連絡し

て、申請書を送ってもらい、手続きをして下さい。 

⇒☎0570-059-204 平和祈念事業特別基金 
http://www.heiwa.go.jp/siberia/siberia.html 

 なお、昨年12月31日までに66,937人が申請し、

66,355人が認定され、66,201人が受け取っておら

れます。周囲にまだの方がおられましたら、声を

かけて下さい。（給付額は抑留期間に応じて25万～

150万円です。） 

 昨年末までの都道府県別の認定数は、以下のと

おりです。 
 

●シベリア抑留・軍歴など個人資料の請求方法 

厚生労働省では、旧陸海軍・復員局などから引き継いだ資料、

旧ソ連作成の個人資料などを保管し、本人・家族にはコピーを無

料で提供しています。本人･家族であることを証明する書類（身分

証明書･保険証･運転免許証などのコピー､民票､戸籍謄本）が必要

です。問合せ･請求先⇒〒100-8916 東京都千代田区霞が関 1-2-2 

厚生労働省社会援護局業務課調査資料室 ☎03 ｰ 3595 ｰ 2466 

http://www.heiwa.go.jp/siberia/siberia.html
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 2011.8.23.第 9 回｢シベリア･モンゴル抑留犠牲者追悼の集い｣から 
 

1945 年スターリンが日本人捕虜のシベリア強制移送

を命じた８月 23 日に 2003 年から毎年全国抑留者補償

協議会が千鳥ヶ淵戦没者墓苑で行なってきました｢追

悼の集い｣は、昨年全抑協解散後も、シベリア抑留者支

援･記録センター、シベリア立法推進会議、捕虜体験を

記録する会、日本･ロシア協会の共催で、厚生労働省、

外務省、総務省の後援を得て、開催されました。千鳥

ヶ淵には、旧ソ連･ロシアからの遺骨が 10,269 柱、モ

ンゴルからの遺骨が 465 柱、計 10,734 柱が納骨されて

います。黙祷の後、以下の挨拶・追悼の言葉が述べら

れました。(なお、この日同時刻に衆議院本会議が開か

れたため、細川律夫厚生労働大臣らが参列できません

でした。) 

 

 

■主催者代表挨拶   猪熊 得郎 
（シベリア抑留者支援センター世話人） 

 本日は、旧ソ連・モンゴルに抑留され亡くなった仲間

を追悼するため、全国各地からお集まりいただき、ま

ことにありがとうございます。 

 今日は衆議院本会議のため、ご自身がご出席いただ

くことはできませんでしたが、細川厚生労働大臣の代

理として、大塚耕平副大臣にご参列いただいておりま

す。また、今回で 9 回目になりますが、初めて、厚生

労働省、外務省、総務省の後援をいただきました。お

礼申し上げます。 

 2003 年（平成 15 年）からここで毎年８月 23 日に、

シベリアから帰還した者らで呼びかけて「追悼の集い」

を開催してきました。 

昨年までは「全国抑留者補

償協議会」が中心になって、

この集いを呼びかけてきま

したが、全抑協は今年５月に

解散しました。捕虜体験を記

録する会も今月最後の会報

を出して、まもなく活動を終

えます。そこで今年からは、

後を引き継ぐ形で新たに発

足した「シベリア抑留者支

援・記録センター」が呼びか

け、主催することとなりまし

た。私はその世話人です。 

「シベリア抑留」は戦争が終わってから起きた、ポ

ツダム宣言、ジュネーブ条約に違反した前代未聞の大

拉致事件でした。1945 年８月 23 日のスターリンの指令

で行われた国家犯罪でした。しかし、いくつかの理由

から私たち被害者自身も、その真相を家族にも語るこ

となく、黙って戦後半世紀以上を送ってきました。「捕

虜」は恥ずべき身分という「戦陣訓」の教え、生き延

びるための不条理な行動、日本人同士の対立・抗争、

共産主義の洗脳、「シベリア帰り」と呼ばれた帰国後の

差別…、「寒かった」「食べ物がなかった」「仕事がきつ

かった」という「シベリア三重苦」では語り切れない、

つらくむごい体験を語ることは、なかなかできないこ

とでした。 

 しかし、シベリア・モンゴルの地で意に反して命を

落とし、帰国することができなかった、６万人以上の

仲間を想う時、やはり真実を明らかにし、語り継ぎ、

世代を越えて伝え、心に刻んでいかなければないと強

く思う次第です。「ご苦労さまでした」「お気の毒でし

た」という労いの言葉を時々頂戴しますが、私たちは

地震や津波の被災者ではありません。国家的な規模で

行われた大拉致事件の犯罪被害者でした。いったい、

何のため、誰のための強制連行であり、奴隷労働だっ

たのか？ いったい何人の人が連行され、何人が亡く

なったのか？ その中には、旧植民地や旧「満州国」

から動員された方々は何人いたのか？ 検証が必要で

す。 

 幸い、昨年６月に「シベリア特措法」が制定され、

今月５日にようやく実態調査などの基本方針が閣議決

定されました。特別給付金の申請・受領者は６万４千

人を超えました。遅きに失してはいますが、戦後 66 年

を経て、ようやく国が動き出してくれたことを評価し、

関係各位のご努力に心より感謝申し上げます。とりわ

け、国が実態調査に取り組むことになったのは、歴史

的にも国際的にも大変重要なことです。 

 ここ千鳥ヶ淵の六角堂に眠る１万を越えるシベリ

ア・モンゴルからの遺骨の戦友に、「ようやくここまで

来たよ」と報告できるのは、大変嬉しいことです。し

かし、６万人以上が亡くなって、その半分の遺骨もま

だ帰ってきていない。念願の祖国に帰ってきた遺骨の

大半が、すでに引き取り手がなく、ここ千鳥ヶ淵や厚

生労働省の霊安室に静かに安置されているのは、つら



 

 

過ぎる現状です。時間がかかり過ぎました。私は年齢

的に一番若い最後の体験者ですが、元抑留者の平均年

齢は 90 歳を目前にしています。いつ仲間の元に召され

るか分かりません。 

 どうぞ国は、実態解明を急いでいただきたい。私た

ちの体験、知識を収集し、むごい歴史を正確に記録し、

真相を明らかにし、次代に引き継いでいただきたい。

残された時間は本当にわずかです。私たちも大いに語

り継いでいきたいと願っております。 

 今回９回目になるこの集いに、初めて、韓国からシ

ベリア朔風会の仲間が参列くださっています。この仲

間の声にも耳を傾けていただきたい。在日の台湾籍の

元抑留者も参列くださっています。日本人だけではな

かった惨禍の歴史をつまびらかにし、何をすべきかを

一緒に考えていただきたい。 

 来年は 10 回目になります。この集いは、私ども老兵

が呼びかけて、民間で主催してきましたが、ぜひとも

国が呼びかけて主催し、その意味を広く国民に知らせ、

若い世代の参加を促していただきたい。 

 そのことを千鳥ヶ淵に眠る１万余の仲間とともに最

後につよく訴えさせていただいて、主催者を代表して

のご挨拶とさせていただきます。本日は多数のご参列、

まことにありがとうございました。 

 

■挨拶      細川 律夫 厚生労働大臣 
       （代読 大塚 耕平厚生労働副大臣） 

本日ここに、第９回シベ

リア・モンゴル抑留被害者

追悼の集いの開催に当たり、

一言ご挨拶を申し上げます。 

 戦後、シベリアやモンゴ

ルにおいて強制抑留された

方々につきましては、酷寒

の地において、長期間にわ

たって劣悪な環境の下で強

制抑留され、多大な苦難を

強いられ、その間において

苛酷な強制労働に従事され

ました。 

 本年８月には、昨年６月に成立した戦後強制抑留者

特別措置法に基づき、政府において、戦後強制抑留さ

れた方々の労苦を慰藉するための特別給付金にあわせ、

強制抑留の実態調査等を総合的に行うための「強制抑

留の実態調査等に関する基本的な方針」を策定いたし

ました。 

 今後、厚生労働省としては、この基本方針に基づき、

民間団体等の協力も得つつ、関係省庁と連携し、戦後

70 周年を迎える平成 27 年度に向けて、抑留中に亡くな

られた方々の特定のための資料調査やご遺骨の日本へ

の帰還に取り組んでまいりたいと考えています。 

 この集いに当たり、改めて今日のわが国の平和と繁

栄の礎となられました抑留中に亡くなられた方々に対

し、深く思いを致し、謹んで哀悼の誠を捧げますとと

もに、先の大戦から学びとった多くの教訓を次の世代

に継承し、恒久の平和を確立すべく力を尽くしてまい

ります。 

 最後になりますが、抑留中に亡くなられた方々の安

らかな眠りと、関係者の皆様方のご平安を切に祈念い

たしまして、私の挨拶といたします。 

 大塚副大臣 私からもお集まりの皆様方に長年のご

労苦に対して心から敬意を表させていただくとともに、

このシベリア・モンゴル抑留の歴史をしっかりと後世

の世代に伝えていかなければならないという決意を述

べさせていただき、ご挨拶に代えさせていただきます。 

 

■国の取り組みのさらなる前進を 
谷 博之参議院議員(民主党･｢シベリア議連｣会長) 

 シベリア・モンゴル抑留

者の大きな問題は国の取

組みが遅れていましたが、

昨年の通常国会で特措法

を成立させ、国の基本方針

を今年８月５日閣議決定

していただいた。戦後の最

大の大きな課題だった問

題に、国が正面から向き合

って、資料収集、後世に歴

史の事実を継承していく、

伝えていく取組みを始め

たことは間違いのない事

実だと思います。皆様方にとっては、まだまだ不十分

とのご指摘もあるかと思いますが、さらに体験者・家

族・関係者の方々のご意見を拝聴しながら、一層よい

ものにしていきたいと考えています。 

今日じつは、こちらに来る途中の車中で『ウェッジ』

という月刊誌９月号に中村繁夫さんという方が書かれ

た「シベリア抑留日本兵を称えたロシア人の手紙」と

いう記事を読んできました。ラーゲリで日本人の通訳

をしていたロシアの方が、ラーゲリの中で日本人抑留

者が励まし合って、１日も早く祖国に帰りたいという

思いを持って生き抜いていた、本当に素晴らしい方々

であったと手紙に書いておられるという内容でした。

尊い犠牲を払いながら、亡くなられた方々のお気持を

受け止めながら、歴史を継承しようとしておられる皆

様方に、改めて敬意と亡くなられた方々への心からの

哀悼の気持を捧げまして、さらにこれから前進させて

いただくことをお約束させていただいて、ご挨拶にさ

せていただきます。 

 ＊民主党からは、今野東参議院議員(議連副会長)、

那谷屋正義参議院議員(同事務局長)、円より子前参

議院議員(同特別顧問)も参列下さいました。 

 

■国の責任の下、内外総結集して実態解明を 
井上 哲士参議院議員(日本共産党) 

 昨年の通常国会の最後の

日にシベリア特措法が成立、

即日施行されました。抑留者

の皆様の粘り強い取り組み

の成果であり、そのご苦労に

対し心から敬意を表するも

のです。５月に全抑協が解散

しましたが、皆様の運動は多

くの方々の支援に支えられ

て、シベリア立法推進会議と

新たに結成されたシベリア

抑留者支援･記録センターに
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引き継がれました。日本共産党も皆様方と力を合わせ

て引き続き全力でがんばる決意です。 

 特措法に基づく特別給付金の認定は７月末現在で６

万４千人となっています。第２次世界大戦直後にシベ

リアやモンゴルに抑留され、強制労働を強いられた中、

多くの方々が亡くなり、また帰国された方々に強制労

働の対価は長く払われずにきました。その対価でもあ

る特別給付金を該当者に一人残らず給付するようにし

なければなりません。同時に、残された課題として重

要なことは特措法 13条で定められた実態調査等に対す

る基本的な方針の確立とその下での調査です。閣議決

定が行われた中にもあるとおり、国の責任の下に国内

外の支援者・研究者らの力を総結集して強制労働下の

死亡確認や、遺骨遺品収集、シベリア抑留問題での真

相究明、苛酷な抑留体験の次世代への継承など総合的

な取り組みをご一緒に、確実に進めてまいりたいと思

っております。 

 そのためには皆様方が３点に絞って要望しておられ

ること。１点目には国が主催しての抑留犠牲者の追悼

式典、２点目には充実した利用しやすい資料展示館へ

の改善、３点目には現地への専門家の派遣・調査の成

果の共有化と継承、これらは非常に重要な課題と考え

ており、皆様方と力を合わせて一つ一つ実現させてい

きたいと考えております。 

 さらに、残された大きな問題は、特措法の対象とな

っていない外国籍や旧満州､北朝鮮、南サハリンの抑留

者の問題があります。これらの問題にもしっかりと取

り組んでいきたいと思っております。 

 本日のこの追悼の集いが、皆様の取り組みの上にさ

らにそれを前進させていく取り組みになることを心か

ら祈念して、ご挨拶とさせていただきます。 

 

■ロシア側にも協力を求めたい 
白 眞勲参議院議員 (日本・ロシア協会理事長) 

 本日シベリア・モンゴル

抑留犠牲者追悼の集いがか

くも盛大に行われることを

大変嬉しく思っております。

毎日新聞(８月 22日)の社説

に、「シベリア抑留の悲劇は、

どれだけ国民全体に共有さ

れているだろうか」と書かれ

ていましたが（＊16 頁参照）、

今私たちがしなければいけ

ないことは、残された皆様

に十分なケアをしていくと

同時に、あの時何が行われ

ていたのかという事実を究明し、次にその歴史を引き

継いでいくことこそ重要ではないか？ 私はそのよう

に考えております。 

 今日は初めて韓国からも来ていただきました。私事

ですが、私の父親は韓国人でございます。国籍を超え

て多くの苦しんだ方がおられる。（韓国語で歓迎･謝辞）

一緒になって、真相究明をしていかなければならない

ということを改めて感じた次第です。 

私も、日本・ロシア協会としまして、やはりロシア

側に協力を求め、まだまだ残されている方々のご遺骨

を収集したり、真相究明のために協力を求めることを

しなければいけないと、決意を新たにしているところ

です。 

 いま３月 11 日の震災で傷んでいるこの国ですが、多

くの亡くなられた方々を供養し、素晴らしい国にする

ためにも、世界平和のためにも、皆様と一緒に努力す

ることをお誓い申し上げたい。 

 最後に、多くのお亡くなりになられた方々のご冥福

と皆様方のご平安をお祈り申し上げ、ご挨拶とさせて

いただきます。 

 

■生かされて生きてきた 67 年 
佐藤 雅久 (遺族代表･札幌) 

 私の父、佐藤達次郎は、昭和 19 年３月私が生まれて

から１年、共に生きて別れ、

樺太からソ連邦シベリア、

沿海州ポートワニの丘の上

で戦病死。昭和 20 年 11 月

のことでした。 

正式の告知は昭和23年春

３月のことでした。私が１

歳の時から帰りを待って、

３年後４歳の時でした。以

来、私自身は何となく死者

の父と共に同行二人で生き

て来ていたようです。 

昨年2010年９月５日から

17 日まで 13 日間のロシア・ハバロフスク地方、厚生労

働省の戦没者慰霊巡拝団 16 人の一員として、父の眠る

異国の丘、ワニノ市も訪れ、ロシアの多くの関係者、

皆様との交流の機会も与えられて、共々に生きよう、

人間・人類の明日のため、将来・未来・希望の明日のた

めに感謝して帰り、新しい思いで今日に至っています。 

今、私自身は幸いにも、生かされて 67 年、この場所

に立つことがかなって、皆様とともに 66 年前の 1945

年８月 15 日前後に、日本の歴史上かってないほどに多

くを失った戦争、地球人類史上、未曾有の大戦の死者

の御霊安かれと改めてお祈り申し上げ、二度と再び、

このような戦争の無からんことを願っています。 

さる３月 11日午後、札幌で私自身も強く感じた地震、

東日本大震災、２万人近い死者・行方不明の方々の新

霊の鎮魂あらんことを、犠牲者・ご家族の皆様ととも

にお祈り申し上げます。 

今なお、前途多難、広島、長崎に続く 66 年後の第３

の被爆、福島。放射能の不安にさらされるとは、日本

の誰一人として夢にも思わないことでした。 

生かされて生きる。生あるすべての物、人類、人間、

万物の道理です。この日、この時、改めて皆様ととも

に悲しみ、思いをいたし、考え、新しく生きる喜びを

かみしめていきたいと思っております。 

 

■想像絶する寒気と飢え､重労働､旧軍の重圧
凍土に瞑る御霊安かれ 

宮崎 静夫 (画家・熊本) 

 謹んでここに瞑る御霊に捧げます。 

66 年前の今日８月 23 日は、当時ソ連邦独裁者スター

リンが、敗戦の関東軍将兵 60 万余をソ連及びモンゴル

の地へ軍事捕虜として移送を命じた日です。 

当時、私は 17 歳の最下級兵士でその中の一人として



 

 

シベリアへ送られました。

そして４年、その歳月の総

ては、骨肉深く刻まれ、画

家として生きる私を形成し

たと思います。中でも、初

めての冬の想像を絶する寒

気と飢え、重労働。更には

帝国軍隊の重圧がもたらす

最下級召集老新兵の哀れな

姿を忘れることができませ

ん。痩せ衰えて、何処とも

知れずトラックで運び出さ

れた兵たち。私は先年その

兵たちの運び込まれた病院跡、そしてその多くが瞑る

近くの森を訪ねました。鬼哭啾啾、ただ私は佇ちすく

むばかりでした。 

いまここに瞑る御霊、そしていまなお凍土に瞑る御

霊の安かれと祈るばかりです。 

 

■外国籍の元日本兵･抑留者問題にも決着を 
韓国シベリア朔風会会長 李在燮（ｲ･ｼﾞｪｿﾌﾟ） 

 国立千鳥ヶ淵戦没者墓苑

で 60 余年前シベリア凍土の

地でこの世を去った兵士の

慰霊追悼の集いに参加して、

万感の思いが交錯して、シベ

リアの過酷な思いが走馬灯

のように流れて、感無量の思

いを感じます。 

 収容所で最初の死亡者が

発生しました。その兵士の死

顔が、一生の間脳裡を離れな

いで、何時も「シベリア」と

いう言葉が出れば、錯雑な心

情になります。 

 日本の全抑協が今年５月解散をしましたが、日本の

皆様、長年にわたってご苦労さまでした。日本政府か

ら充分な償いではありませんでしたが、特別措置法、

特別給付金という形で決着をつけることができたよう

です。 

 その後を引き継いで、シベリア抑留者支援・記録セ

ンターが発足して、残された課題の取組みを継続する

ようになって、非常にありがたく思います。 

 昨年の特別措置法で除外された外国籍の韓国、台湾、

中国の元日本兵士の補償問題、そしてまたシベリアの

地に残されている兵士の遺骨収集の問題を完全かつ速

やかに決着させていただけることを、ここに切に願う

次第です。 

 
■国の行事としてシベリアの慰霊･鎮魂を 

伊藤 一章 (元抑留者・兵庫) 

 私は 90 歳の元抑留者です。ここ千鳥ケ淵において、

シベリア・モンゴル抑留犠牲者追悼の集いが行われて

おります。多くのご参列者の皆様に心より御礼を申し

上げます。 

ここ千鳥ケ淵の戦没者墓苑は昭和 34 年の竣工以来、

海外で亡くなられた多くの戦没者の中で、ご遺族にお

渡しできなかった遺骨が 35 万 2300 体ほどの身元不明

の遺骨として、この六角堂

の納骨室に再度焼骨されて、

納骨されています。 

納骨室は陶製品で、重量

５トンという立派なもので

す。現容積は和室６畳間二

つ分くらいに相当します。

外国には戦没者の墓地は国

立で、公園ふうの立派な墓

地がありますが、わが国に

はありません。私は、この

千鳥ケ淵墓苑の５千坪の土

地に、早々に美しい公園風

の国立の立派な墓地ができて、毎年８月 23 日にも国家

の行事として、慰霊・鎮魂の式典をして下さるよう、

心より願うものです。 

もう戦争はしない、不戦の誓いと永遠の平和を祈念し

たいと思います。本日は皆様ありがとうございました。 

 

この後全員で献花しました。集会後には、衆議院議

員会館で韓国シベリア朔風会代表を囲んで懇談会も開

催されました。 
 
【2011.８.23.ＮＨＫニュース】 

シベリア抑留 遺骨早期収集を 
終戦直後シベリアなどに抑留され、亡くなった人たちを追

悼する式典が、23日、東京で開かれ、抑留体験者が、いまだ

現地に残る、およそ３万4000人の遺骨の早期の収集に向け協

力を訴えました。 

８月23日は、66年前の終戦直後、旧ソビエトが、中国にい

た日本兵や民間人をシベリアなどに移送し、重労働に従事さ

せた、いわゆる「シベリア抑留」が始まったとされる日です。

東京・千代田区の国立千鳥ヶ淵戦没者墓苑では、亡くなった

人たちの追悼式が開かれ、およそ120人が参列しました。全

員で黙とうをささげたあと、抑留体験者を代表して猪熊得郎

さん（82）が「抑留体験者の平均年齢は90歳を目前にしてい

る。国は実態解明を急いでいただきたい」と述べ、現地に残

された遺骨の早期の収集に向け、協力を訴えました。厚生労

働省によりますと、抑留中におよそ５万5000人が亡くなった

とされ、20年前から遺骨の収集が進められています。しかし、

半分以上のおよそ３万4000人の遺骨が、いまだ現地に残され

たままで、政府は、今月、戦後70年となる平成27年度に向け

て、遺骨の収集を集中的に進めるとした基本方針を閣議で決

定しました。式に参列した抑留体験者の岡野工治さん（84）

は「政府の決定に感謝しているが、私たちに残された時間は

限られているので、少しでも早く遺骨の収集を進めてほし

い」と話していました。 



 

 

 
《
シ
ベ
リ
ア
抑
留
・
各
紙
の
報
道
か
ら
》 

全
国
各
地
の
シ
ベ
リ
ア
抑
留
者
関
係
の
新
聞
記
事
な

ど
を
紹
介
す
る
コ
ー
ナ
ー
で
す
。
地
方
紙
な
ど
の
記
事

も
お
送
り
下
さ
い
。
各
紙
の
ご
協
力
に
感
謝
し
ま
す
。 



8頁 

 

 



 

 

 



8頁 

 

 



 

 

 



8頁 

 

 



 

 

 

（
＊
陳
以
文
さ
ん
は
今
年
１
月
17
日
に
逝
去
さ
れ
ま
し
た
。
→
28
頁
参
照
） 



8頁 

 

 

 

＊
お
ざ
わ
ゆ
き
さ
ん
の
作
品
『
凍
り
の
掌
―
シ
ベ
リ
ア
抑
留･
記
憶
の
底
の
青
春
』

は
３
冊
で
２
、
０
０
０
円
＋
送
料
３
５
０
円
で
す
。 

申
込
先
→
〒
１
３
２-

０
０
１
１
東
京
都
江
戸
川
区
瑞
江
２-
16-
７-

２
０
５ 

お
ざ
わ
ゆ
き 

E
-
m

a
il :

 y
u

k
in

a
b

e
0

1
@

y
b

b
.n

e
.jp

 

郵
便
振
替:

１
０
１
７
０-

５-

３
５
５
２
７
０
１ 

ワ
タ
ナ
ベ 

ユ
キ 

＊
『
捕
虜
体
験
記
』･

「
オ
ー
ロ
ラ
」
の
バ
ッ
ク

ナ
ン
バ
ー
は
、
支
援
セ
ン
タ
ー
で
取
り
扱
っ
て

い
ま
す
。
お
問
い
合
わ
せ
・
申
込
み
下
さ
い
。 

mailto:yukinabe01@ybb.ne.jp


 

 

「シベリア抑留」の重要論点 ―責任は誰にあるか、ソ連は何を得たのか― 

富田 武（成蹊大学教授） 

 

はじめに 

 周知のごとく、1945年８月の日ソ戦争の結果およそ60

万人の日本軍将兵、民間人がソ連及びモンゴル（人民共

和国）に３～４年間抑留された（戦犯と疑われた者はさ

らに長かった）。彼らは厳しい条件（寒さ、飢え、不衛生）

のもとで暮らし、重労働に就くことを強いられたため、

約６万人が収容所の内外で死亡した。 

 抑留者は引揚後に団体（複数）を結成し、政府による生

活保障を求めて闘った。1970年代末にその後継団体の一つ、

全抑協（全国抑留者補償協議会）は、抑留中の労働に対す

る補償を要求する闘いを開始した。西ドイツの抑留者が

自国政府から補償を獲得した先例に倣ったのである。

2010年ついに、生存する抑留者に対する給付金支払いに

関する特別措置法が国会で満場一致で採択された。(1) 

しかし、今や約７万人、平均年齢88歳となった抑留者は

必ずしも満足していない。抑留者及び死亡者の数さえ確

定していないからである。死者の埋葬地は、1991年４月

18 日の日ソ協定によりソ連政府が埋葬地及び墓の維持、

新規発見の責任を負ったにもかかわらず、未だ確認され

ていないものが多い。旧ソ連政府及びロシア政府は日本

側に、抑留者名簿と、死亡者名簿（最初に持参したのが

ゴルバチョフ―91年４月）を除けば、公文書館文書を何

一つ渡してはいない。(2) 

 このテーマに関する研究は、ロシア人の方が日本人に

先行した。ペレストロイカ以降、ロシア人研究者は公文

書館文書、学術的な著書及び論文を公刊してきた。ガリ

ツキー V. P.、クズミナ M. A.、ボンダレンコ E. Iu.、カ

ールポフ V. V.、クズネツォーフ S. I.、ベズボロードヴ

ァ I. V.、カタソーノヴァ E. L.、カラショーフ S. V.等で

ある。(3) 日本のソ連及び日本の現代史専門家は、この

政治的にデリケートなテーマに取り組むことを長いこと

躊躇してきた。しかも、ソ連史専門家は、ソ連崩壊後の

公文書館の開放以降十数年間、主要な政治・外交文書に

集中的に取り組まなければならなかった。それでも、日

本の研究者は特措法採択に促されて、抑留研究の団体（シ

ベリア抑留研究会）を結成した。研究会は一方で全抑協

の後継団体、シベリア抑留者支援・記録センターと、他

方でカタソーノヴァ、クズネツォーフ、クズミナのよう

なロシアの専門家と連絡し、2011 年 10 月東京でシンポ

ジウムを開催した。(4) 

 このテーマには、抑留者及び死亡者の数の他に、未解

明の問題が数多くある。収容所及び地方当局が如何に上

からの過大な命令を履行し、時には手抜きをしたのか、

日本人抑留者は食糧の差別的配分のもとで如何に労働ノ

ルマを達成したのか、彼らは、同じ日本人積極分子に支

持された政治的教化の圧力のもとで如何に振る舞ったの

か、等である。 

 しかし、ここではこのテーマの二つの側面に議論を絞

りたい。第一に、日本人抑留の責任は誰が、どの国が負

うのか、第二に、抑留はソ連にとってプラスだったのか、

マイナスだったのかという問題である。 

 

 論点１：抑留の責任は誰にあるのか 

⑴領内連行責任 

 1945年８月 23日、関東軍がソ連軍に敗北してのち（停

戦交渉は 19 日から）、ソ連国家防衛委員会（議長スター

リン）は50万人の将兵をソ連領に連行する命令を発した。

主要な動機は、戦後復興期の生産及び建設に必要な労働

力として日本人を利用することにあったが、ソ連指導部

はまた、日本軍高級将校を処罰して日本軍国主義を復活

させないよう望んだのである。(5) ソ連指導部がなぜ８

月16日付の日本軍将兵を満洲に留めるという命令（ベリ

ヤ、ブルガーニン、アントーノフ名のヴァシレフスキー

元帥あて）を変更したのか、ソ連領内連行に変更したの

は、スターリンの北海道北部占領要求に対する米大統領

トルーマンによる拒否回答（８月18日）への対抗措置だ

ったのか否かは今もって不明である。いずれにせよ、ソ

連国家防衛委員会、とくにスターリンに、日本軍将兵を

武装解除後帰国させるとしたポツダム宣言に反してソ連

領内に連行した責任があることは疑いない。(6) 

 同時に、関東軍首脳にも責任があることを看過しては

ならない。全抑協が、斎藤会長がカタソーノヴァの助力

のもと国防省中央公文書館で８月 29 日付文書を発見し

て以来主張してきたように、関東軍総参謀長秦彦三郎中
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将はヴァシレフスキー元帥に「労務提供」を申し出た。(7) 

秦の申し出は決して恣意的なものではなく、政府は敗戦

直後に在外出先機関と軍司令官に、およそ 600 万人の引

揚者を給養できないという理由で日本人を暫時現地に留

めるよう指示したのである。(8) 

 「労務提供」の考えは、ソ連に対米英戦争の和平仲介

を依頼する条件の一つとして近衛文麿がソ連政府に示す

はずだった提案（1945年６～７月）にも見出される。こ

の提案が「労務提供」が賠償だと述べていることに注目

すべきである。(9) ソ連指導部は、ドイツ軍捕虜の労働

を賠償と見なしていたから、日本軍はドイツ軍のように

ソ連を侵略、破壊していないにもかかわらず、この提案

を歓迎したに相違ない。(10) この考えは、「国体護持」の

ためには海外領土のほとんどをも放棄するつもりだった

大概の政府及び軍部指導者に共有されていたので、全抑

協が彼らを「棄兵」政策の故に非難するのももっともで

ある。 

 

⑵送還遅延責任 

 モンゴル人民共和国を含むソ連管理地域に抑留された

人々は、南太平洋地域の日本人より引揚が遅れ、1946年

12月まで送還されなかった。ソ連管理地域からの送還が

対日理事会の議題に載せられたのは 1946 年５月のこと

で、日本の世論、とくに抑留者の親族の声に押されたた

めである。10月４日、ソ連閣僚会議は日本人送還を決定

した。12 月 19 日、毎月５万名の日本人を送還すること

を規定した米ソ間の協定が調印された。 

 しかし、【表１】が示すように、協定は履行されず、少

なくとも 1947 年６月以降は送還が５万人を下回るよう

になった（１月から３月までナホトカ港の凍結を理由に

送還が中断されたが、その分は大連からの送還で埋め合

わされた）。ソ連は、第４次五カ年計画の生産・建設計画

推進のために抑留者を留めおきたかった一方、抑留に反

対する国際世論にも耳を傾けなければならないジレンマ

に陥った。ソ連は1947年 12月から 1948年４月まで二回

目の中断、1948年 12月から 1949年５月まで三回目の中

断を同じ口実のもとに、ＧＨＱが砕氷船提供を申し出た

にもかかわらず実施した。ソ連は、抑留者に対して、と

くにナホトカで待機中の抑留者に、日本政府は輸送船を

十分に提供していないという宣伝さえ行った。(11) たし

かに、日本は第二次世界大戦中に多数の船舶を失ったが、 

【表１】ソ連地域からの引揚者（月別） 

1946年  1948年  

12月 28,421  5月 46,345 

1947年   6 44,999 

 1月 83,438  7 46,034 

 2 63,693  8 40,030 

 3 90,606  9 37,214 

 4 58,083 10 37,420 

 5 51,920 11 37,929 

 6 49,125 12-49年 1月 0 

 7 46,564 2月 14 

 8 30,418 3-5 0 

 9 36,181  6 10,245 

10 35,181  7 20,467 

11 47,667  8 18,000 

12 3,676  9 20,261 

1948年  10 13,840 

1-4月 0 11 12,160 

*出典：『引揚援護の記録』、東京、1950年、73頁 

 

それでも政府は自国民引揚には十分な船舶を用意してい

た。むしろ、ソ連の方が、ナホトカで待機中の抑留者の

中から「反動分子」を選別し、残留させて再教育するこ

とによって送還を遅らせていると批判された。(12) 

 他方、送還の遅延はソ連だけの責任かという疑問は、

検証に値する。アメリカ政府が送還遅延を米ソ外交ゲー

ムのカードとして用い、冷戦の中で日本国民のソ連に対

する敵意を煽ったのではないかという疑問である。対日

理事会でアメリカ代表シーボルトが未送還抑留者の数

はソ連の主張よりはるかに多いと強調し、日本外務省も

追随したが、少なくとも引揚援護庁の担当者はその数字

が誇張されていることを知っていたのである。(13) 

 さらに、スパイ活動、破壊活動等を口実に国内刑法に

より戦争犯罪人と疑われ、有罪判決を受けた抑留者は長

期間監獄に収監され、最も長い場合は 1956 年 10 月の日

ソ共同宣言でようやく送還されたのである。 

 

⑶労働補償責任 

 ハーグ条約及びジュネーヴ条約によれば、捕虜は抑留

中の労働に対して抑留当事国に賃金の支払いを受けるこ

とになっていた。しかし、ソ連政府は日本人に少なくと

も初期は賃金を支払わず、復興が軌道に乗り始めた1947

年以降は支払うようになったものの、給養費を差し引い

たため、抑留者が得られたのはわずかな額に過ぎなかっ



 

 

た。1947年３月に日本政府が対日理事会アメリカ代表を

介して労働証明書を発行する用意があるか（発行されれ

ば日本政府が賃金を支払う用意あり）と照会したところ、

ソ連側はこれを無視したのである。(14) 他方、日本軍将

兵は軍国主義の教育を受け、国際法の知識もなく、捕虜

であることを認めなかったため、収容所当局に対して賃

金を支払えと要求さえしなかったのである。 

 1956 年 10 月の日ソ共同宣言により両国は相互に請求

権を放棄したため、元抑留者は自国政府による「肩代わ

り」補償を求めることになった。1970年代末以降、全抑

協は西ドイツの先例に倣い、抑留中の労働に対する補償

を求めて闘ってきた。(15) ようやく新生ロシアのエリツ

ィン政権が抑留者各自の労働証明書３万人分を発行した

が、日本の裁判所は地裁から最高裁まで抑留者に対する

補償をいっさい認めようとはしなかった。第二次世界大

戦の犠牲者は「等しく受苦すべきだ」（シベリア抑留者だ

けを特別扱いしない）という一見もっともらしい理由づ

けである。(16) 

 2010年の特別措置法に定める給付金は補償というには

余りにも少額で、国の「責任」という表現はなく、「労苦

に対する慰謝」として支払われた。元抑留者が、政府は

責任を取ったと評価できるようになるか否かは、日本政

府の今後の政策、施策にかかっている。 

 

 論点２：ソ連は抑留で何を得たのか 

⑴経済的側面 

 ソ連は第二次世界大戦で 2,000 万以上の死者を出し、

とくに働き盛りの男性を失ったので、国民経済復興のた

めにドイツ人、日本人、その他の捕虜を労働力として使

役した。ソ連の国民経済のために働いた捕虜の総数は、

1948年１月１日の時点で1,065,654人であった。(17) 日

本人は、労働力が著しく不足していた極東及び東シベリ

アを中心に、生産及び建設に貢献した。周知のようにバ

ム鉄道（バイカル・アムール幹線／大戦中は建設中断）

は大部分が日本人抑留者によって建設された。日本人は、

極東及び東シベリア、さらには中央アジア諸共和国、モ

ンゴル人民共和国の多数の都市で、市役所、劇場、コン

サート・ホールなどの公共施設の建設に従事した。ボン

ダレンコによれば、ハバロフスク地方の建設に占める日

本人捕虜の貢献は、1946−48 年では 80％にも達したとい

う。コムソモリスク・ナ・アムーレ市では、有名な製鉄

所「アムール・スターリ」を含む453の施設を建設した。

(18) 

 しかしながら、日本人抑留者の貢献を数字で示すこと

は困難である．多くの収容所はドイツ人、日本人、その

他の民族を一緒に収容していたからである。クズミヌフ

によれば、捕虜による生産総額は1949年になって初めて、

捕虜給養費を含む収容所維持費を上回った（17 億 6,530

万ルーブル／16 億 3,500 万ルーブル）。彼は、第 4 次五

カ年計画における捕虜労働の貢献を４～８％と試算して

いる。(19) 筆者が二つの異なる表を合体した【表２】は、

国民経済レベルのみならず、第13収容所地区（ウラジオ

ストクの全分所、ほとんど日本人を収容）でも、生産額

がコストを上回るのが同じく 1949 年であったことを示

している（3,230 万ルーブル／2,590 万ルーブル）。この

ように、ソ連は捕虜労働により経済的には損失する方が

大きかったのである。 

 

【表２】捕虜労働の生産高とコスト 
（100万ルーブル／上段連邦、下段第13収容所地区＝ウラジオストク） 

年 1945 1946 1947 1948 1949  

生産高 2194,0 4791,8 4502,6 3326,4 1765,3 

(vyrabotka) 1,0 22,0 36,9 33,5 32,3 

コスト 3080,0 5122,4 6182,5 4424,5 1635,0 

(soderzhanie) 2,5 26,1 42,5 34,9 25,9 

＊出典：Voennoplennye v SSSR, s.1047;  Regional’nye 

struktury GUPVI NKVD-MVD SSSR. T.5, k.2, s.829. 

 

 ついでながら、ソ連軍によって満洲から撤去された工

業設備（鉄道を含む）が戦後の国民経済復興に貢献した

のか、貢献したとすればどの程度かという問題も立てら

れるが、データ不足のため実証が困難である。ソ連指導

部はこれを戦利品と見ただけではなく、ドイツでの先例

に倣って賠償と見なしたようだが、もし賠償だとすれば、

それは日本による侵略で甚大な被害を被った中国に引き

渡されるべきものであった。(20) 

 

⑵政治的側面 

 ソ連は直接に、また抑留者自身の「民主運動」を通じ

て日本人抑留者を共産主義思想で教化しようとしたが、

期待されたほどの成果を上げなかった。抑留者の回想記

の多数が示すところによれば、大概の抑留者は「民主的」

な振りをし、スターリンとソ連共産主義を賛美さえした
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が、それは追加の食事割当や早期送還を得んがためであ

って、引揚後は態度を一変させた。ＧＨＱの民間検閲部

（ＣＣＤ）による引揚者の手紙の検閲の結果によれば、

1948 年 10 月までに日本共産党に加入した者は引揚者

のせいぜい６％に過ぎなかった。(21) ＧＨＱの防諜部

隊（ＣＩＣ）は、1949 年６−８月の舞鶴における引揚者

尋問の結果（52,4％が日本共産党加入の意思を表明）に

驚いたようだが、評価は冷ややかなものであった。「昨

年ソ連地域から帰還した日本人の多くは、親族や友人と

交わるうちに、ソ連の宣伝が真実ではないと分かり、日

本共産党に反対すると語るようになった」から、今年も

同様だろうと。(22) 

 言うまでもなく、国際情勢が冷戦へエスカレートする

とともに、ＧＨＱの検閲下にあるマス・メディア（新聞、

ラジオ）は、反ソ的・反日共的キャンペーンを展開した。

抑留者送還の遅れ、「民主的」抑留者の赤旗を持ち、革命

歌を歌っての舞鶴帰還、抑留者中の転向者（『日本新聞』

編集者の小針延次郎、Ａ級戦犯として絞首刑された板垣

征四郎の息子、正など）による収容所生活と「民主運動」

の実態暴露、取沙汰された「徳田要請」（日本共産党書記

長徳田球一が「反動分子は帰国させないでほしい」とソ

連指導部に要請したという話）が、日本国民の反ソ的・

反日共的感情を強めた。1949 年の「レッド・パージ」、

下山・三鷹・松川事件は日本共産党をいっそう不利な立

場に追い込んだ。そして、1950 年１月のコミンフォル

ムによる日本共産党批判、これに続く日本共産党の武装

闘争への転換こそ、日ソ両国関係に決定的なダメージを

与えるものであった。(23) 

 以来、日本国民は、ソ連による日ソ中立条約違反や満

洲占領時のソ連軍兵士の蛮行は言うに及ばず、抑留問題

そのものでソ連に対して敵意を抱くようになったのであ

る。 

 しかし、抑留には、若干の地域でソ連住民と日本人抑

留者が友好的に接触したというプラス面もあった。日本

人抑留者との交流はソ連当局によって禁止されていたが、

警備兵を減らしたり、抑留者が収容所周辺に出かけるこ

とを大目に見たりする寛大な収容所もあった。引揚者の

回想記によれば、抑留者がソ連人と交流したのは、農村

における農作業の応援や都市における施設建設の機会で

あった。それゆえ多くのソ連国民、とくに極東住民が抑

留の証人となって肯定的に回想し（日本人の勤勉と技術、

技能の高さを評価）、1990 年代には墓参や埋葬地発見に

協力さえした。こうした回想を数多く含んだ本の一つが

クズミナの『捕虜』であり、コムソモリスク・ナ・アム

ーレ市の証言を集めている。(24) 日本人引揚者で、抑留

中に感じたロシア人の親切を回想記に記した者も多い。 

 

【表３】時事通信社世論調査「好きな国､嫌いな国」 
（％） 

1949年６月 

好きな国 嫌いな国 

アメリカ   62,0 ソ連     53,0  

イギリス    4,0 中国      7,0 

スイス     2,0 韓国      3,0 

フランス    1,0 アメリカ    1,0 

ソ連      1,0 イギリス    1,0 

その他     3,0 その他     1,0 

無回答    26,0 無回答    34,0 

 

1960年６月(複数回答) 

好きな国 嫌いな国 

アメリカ   47,4 ソ連     50,4  

イギリス   39,7 韓国     46,6 

スイス    31,9 中国     39,3 

フランス   25,6 アメリカ    5,9 

西ドイツ   16,6 イギリス    3,3 

インド    15,8 西ドイツ    2,1 

中国      4,4 インド     2,0 

ソ連      3,3 フランス    1,8 

韓国      1,4 スイス     0,7 

無回答    27,6 無回答    34,5 

 

 それにもかかわらず政治的得失の結果は明らかであり、

ソ連は政治的にも失ったものが多い。【表３】占領期には

珍しい1949年の世論調査が示すように、ソ連は日本人が

最も嫌いな国の断然第一位を占めており（53,0％）、日ソ

国交回復後の 1960 年の世論調査でもあまり好転してい

ない。嫌いな理由まで尋ねる調査ではないが、前者では

シベリア抑留が大きな比重を占め、後者では領土問題の

後退（１月にグロムイコ覚書が示され、日米安保条約改

定を理由に、日ソ共同宣言の歯舞・色丹返還も保古にさ



 

 

れたこと）が強い要因と思われる。 
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ロシア国立文書館(モスクワ)史料について 
小林 昭菜(法政大学大学院博士後期課程) 

 

 私は現在法政大学大学院博士後期課程で「シベリア

抑留」問題を研究しています。2010 年 11 月～2011 年

９月まで日ロ青年交流センター若手研究員フェローシ

ップとしてモスクワに滞在し、抑留関係のロシア公文

書史料を収集してきました。今回は、「シベリア抑留」

関係の史料はモスクワのどの公文書館にあり、そこに

はどのような史料が収蔵されているのかについて、一

部ご紹介したいと思います。 

 モスクワには数多くの公文書館があり、現在利用者

はロシア国内だけでなく世界各国から史料調査に訪れ

ています。日本人を含む、ソ連における外国人捕虜関

係の史料は、ロシア国立文書館、ロシア国立軍事文書

館、ロシア国立社会政治史文書館、ロシア国立外交政

策文書館、ロシア国防省中央文書館などの公文書館に

保存されていることがこれまでの先行研究やモスクワ

での史料収集の経験から分かっています。その中で、

私が利用した史料館は、ロシア国立文書館、ロシア国

立軍事文書館、ロシア国立社会政治史文書館でした。 

 まず、ロシア国立文書館にはソ連領内にいた外国人

捕虜を対象(日本人を含む)としたソ連内務人民委員部

(1946 年よりソ連内務省)の指令・訓令などの文書が保

存されています。日本人捕虜・抑留者に関係する史料

の例として、東京裁判やハバロフスク裁判関係の調書

や名簿、祖国帰還指令の一部、関東軍に所属した韓国

籍、モンゴル人の祖国帰還関係史料、ナウシュキから

ウランバートル間の鉄道建設に日本人捕虜を利用する

ことを指示した史料、収容所における文通検閲の史料、

死亡した捕虜の埋葬に関する文書、軍事捕虜・抑留者

の発病率・死亡率に関する報告書及び対策についてな

どです。 

 

■日本人捕虜の史料や作品類の日本での展示を 

 ロシア国立軍事文書館には、ロシア語の史料と日本

語の史料が収蔵されています。ロシア語の史料とは、

ソ連内務人民委員部(内務省)軍事捕虜抑留者管理総局

の報告書、特に年度別の任務や課題報告、地方ごとに

まとめられた収容所の報告書が保存されています。こ

れらの報告書は、収容所の生活収支の記録、労働や政

治活動の報告をまとめています。日本語の史料は、ソ

連抑留中に日本人たちが文化活動やその他の活動を通

して作成したものがそのまま保存されています。例え

ば、「スターリンへの感謝状」です。これは 1949 年に

ハバロフスクで作成され、長さ約 20 メートル、幅 1メ

ートルの赤い布地の旗に 4 年間の「民主運動」の記録

を金糸で刺繍、絵の具で挿絵まで描かれ、大きな巻物

のようにして保存されている貴重な史料です。その他、

抑留中に書かれた直筆の小説、漫画、絵画、収容所生

活を写した写真を貼り付けたアルバムや「スターリン

への感謝状」運動参加者の署名などが保存されていま

す。これら日本語の史料の一部は、以前日本で展示さ

れたことがあるそうです。研究書や回想記などを通し

て知る「シベリア抑留」も大変興味深いですが、実際

に同時ソ連で日本人が生きていたことを示す史料であ

る小説や漫画、アルバムなどは、私たち若い世代がこ

の歴史的出来事をより身近に感じることのできる史料

と言えると思います。ロシア語の重要公文書史料を含

め、より多くの方々に「シベリア抑留」を知ってもら

うきっかけとして、スターリンの感謝状などの重要史

料を日本でもう一度展示する機会が持てればどんなに

良いことでしょう。 

 

■社会政治史文書館に『日本新聞』『新生命』が 

 そして、最後はロシア国立社会政治史文書館の史料

です。この文書館は、これまで紹介した 2 つの文書館

と比べて「シベリア抑留」関係の史料数は多くないの

ですが、興味深い２つの史料を発見することが出来ま

した。それは、全ソ連共産党中央委員会会議議事録目

録にあった『日本新聞』、と『新生命』発行承認文書で

す。『日本新聞』はご存じの通り、1945 年 9 月から日本

人捕虜へ配布されていたプロパガンダ新聞で、『新生

命』という新聞は、主に南サハリンに住む日本人のた

めに配布されていました。同文書館の史料から、『日本

新聞』は 1945年９月４日の全ソ連共産党中央委員会で、

第二極東方面軍政治指導部によって月 13 回６万部を

『プラブダ』新聞の半分の大きさで４ページ発行する

ことが承認されていることが分かりました。『新生命』

は９月 25日に全ソ連共産党中央委員会にて承認されて

いました。『日本新聞』や『新生命』の発行はいつ決め

られたのか不明のままでしたが、今回の調査で補足す

ることが出来ました。 

 

■教育･研究･交流への支援で実態調査の促進を 

 さて、ロシアでの「ソ連における外国人捕虜」の研

究は、1990 年代以降、かつて極秘とされてきたソ連政

府の公文書史料より多くの事実が明らかになっていま

す。日本人捕虜に関する研究は、イルクーツクのクズ

ネツォフ、モスクワのエレーナ・カタソノワ、アレク

セイ・キリチェンコ、ウクライナのヴィクトル・カル

ポフなどが代表に挙げられ、公文書史料を使った研究

をこれまで積極的に行ってきました。しかしながら、

これまで日本人研究者とロシア人研究者の間で「シベ

リア抑留」をテーマとした学術交流はほとんど行われ

てきていません。「シベリア特措法」が可決、制定され

たことは大変喜ばしいことですが、歴史を次の世代へ

と伝えるための教育や研究の推進に少しでも日本政府

のお力をいただきたいと思います。現在、私たち日本

人研究者が行っている研究は、ロシア語の研究書や論

文から得た情報をもとに、山のようにあるロシア語の



 

 

公文書史料を 1 枚 1 枚せっせと閲覧し、膨大な時間を

かけて、重要と思われる文書を探し出していくという

地道な作業の上に成り立っています。このような過程

は多くの研究者が経験していることではありますが、

ロシアの公文書史料は閲覧制限があるものもあり、個

人請求の範囲では、限界があります。今後は、ぜひ日 

ロ政府レベルで公文書史料請求の交渉を行い、より具

体的で実証的な実態調査研究の促進と、「シベリア抑

留」をテーマとする定期的な日ロ歴史共同研究やシン

ポジウムの機会が持てることを切に願っています。 

（＊12月26日に衆議院議員会館で開かれた懇談会での発言レ

ジュメに加筆していただいたものです。） 

 

『オーロラ』第 47号=最終号 好評発売中  1 部 1,000 円(送料込) 
●『オーロラ』の歩みを振り返って(青島 顕)         ■年表■「捕虜体験を記録する会」と『オーロラ』の歩み 

●日本人にとってのシベリア抑留―「支援･記録センター」へ結集しよう (白井久也)  

●「シベリア抑留研究会」発足について・研究者としての関心と思い（富田  武） 

◆読者アンケートから 《『オーロラ』はどう読まれてきたのか？》  

■私の捕虜体験･ソ連から帰国後、渡米した元抑留者の体験  戸根知･内田節男･大田静一   

◆ 短信＆資料  カザフスタン残留日本人捕虜の消息・阿彦哲郎さん  ◆本の紹介･『証言記録･兵士たちの戦争』⑤ 

◆『オーロラ』１～46 号総目次  ◆『捕虜体験記』Ⅰ～Ⅷ巻総目次          ―支援センターで取り扱い中―  

 編集･発行＝ソ連における日本人捕虜の生活体験を記録する会  申込先 Fax⇒03-3237-0287 
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  新刊紹介＆書評  長澤淑夫『シベリア抑留と戦後日本』(有志舎 2400 円＋税) 

■史料的価値の高い研究書―国家補償求める全抑協運動の歴史を詳述― 

白井 久也（日露歴史研究センター代表） 

 

 戦後日本の大きな政治・社会問題となった「シベリ

ア抑留」関連の本は、「私家版も含めると、優に二千冊

を超える」と言われている。 

 その多くは元抑留者の手記、回想記、報告書などだ。

内容は自分の抑留体験を綴ったものがほとんどだが、

中には人間ドキュメントとして深い感動を呼ぶ本もあ

る。その点本書は、抑留関係のこうした一般書とは異

なる。抑留者自身が戦後補償を拒否する日本国家の戦

争責任を真っ向から問い、長年の闘争の結果、遂に要

求を勝ちとる、「シベリア抑留国家補償運動」の歴史が

事実に即してまとめられ、註記も含めて史料的価値が

極めて高い研究書となっている。 

 シベリア抑留の悲劇は、「天皇制国家」に生まれたた

め、赤紙一枚で戦争に駆り出された兵士たちが、戦争

が終わるとソ連に抑留され、厳寒と飢餓の中で強制労

働に従事させられたうえ、労働賃金をもらうことなく

帰国せざるを得なかったことだ。1949 年ジュネーブ条

約によれば、捕虜の労働に対して労働賃金の支払いが

義務づけられている。だが、ソ連は捕虜の給養費と労

働賃金を相殺したため、日本人捕虜は労働賃金をもら

うことなく、結果的にシベリアで只働きさせられる羽

目になってしまった。 

 そもそも兵士の給養は「国家の義務」であって、捕

虜労働で得た労働賃金で国の経費である給養費を捕虜

が自弁することは、国際法上絶対にあってはならない

ことなのである。ならば、給養費としてソ連に天引き

された労働賃金を支払え。こうして、元抑留者たちは

日本政府を相手取り、シベリア強制労働の国家補償を

求める運動を始めたのであった。 

 本書によれば、当初先頭に立って動いたのは、全国

抑留者補償協議会会長の斎藤六郎であった。人間関係

を活用した巧みな交渉力と調査能力をフルに発揮して、

政治活動や裁判闘争を組織。さらにゴルバチョフやエ

リツィンとも交渉する市民外交を展開。日本人捕虜の

シベリア強制労働を文書で裏付ける労働証明書をロシ

ア政府に発行させるなど、得点を稼いだ。ロシア人秘

書エレーナ、カタソノワ(女性)の献身的な協力が、斎

藤のこうした活動を大きく支えたことも見逃せないと

いう。 

 だが、「国家の壁」は厚かった。日本政府は全抑協の

補償要求を頭から拒否したのだ。その論理は本書によ

ると、「政府は抑留者を兵士として恩給法、援護法によ

り援護しているのでなく、その損害の特殊性に鑑み恩

給加算をしているので、これ以上の補償は他の戦争犠

牲者とのバランスを欠く」というものであった。救い

を求めた裁判所は、シベリア強制労働は、「国民の等し

く受忍すべき戦争被害」と決めつけ、捕虜に対する国

家補償の権利を一切認めなかった。 

 斎藤が没して全抑協会長となった寺内良雄は、「シベ

リア立法推進会議」を立ち上げ、その後任の平塚光雄

も国家補償の立法化に取り組んだ。平均年齢が八十歳

を超える老兵たちは、国会前で座り込みを繰り返す一

方、推進会議世話人有光健氏ｗの先導役として、政界

工作が行われたため、谷博之参議院議員(民主)ら立法

化に積極的な政治家も現れた。総勢 265 人にのぼる超

党派の「戦後強制抑留者問題解決促進議員連盟」(会長

円より子参議院議員) も発足して、応援団になってく

れた。 

 転機は2009年総選挙で、政権交代が実現、民主党政

権が誕生したことだ。様々な紆余曲折はあったが、2010

年６月16日の国会で、シベリアやモンゴルに戦後抑留

され、強制労働を科せられた日本人捕虜らへの特別給

付金の支給や、抑留の実態調査などを定めた「シベリ

ア特別措置法」が全会一致で成立を見た。元抑留者た

ちの長年の労苦が、やっと報われることになった。 

 本書のこうした記述のもとになった著者のシベリア

抑留研究は、２年間休職し大学院に通った時の修士論

文（あとがき）であった。著者は「戦後の抑留や運動

の知識はほとんどなかった」そうだが、「運動にかかわ

った人からさまざまな話を聞くうちに、今回のテーマ

に絞り勉強してゆく決心」が出来た。その視点の良さ

は、多くの研究者がこれまで余り顧みなかった『全抑

協広報』誌の厖大なバックナンバーを読みこなし、全

抑協運動の経過に歴史的なメスを入れたことである。

とりわけ、平和祈念事業を巡る「斎藤派」と「相沢派」

の、血みどろの対立と角逐が赤裸々に記され、「政治」

に翻弄される人間の業の深さを、改めて思い知らされ

た。 

 シベリア抑留問題の本格的研究に欠かせない力作が

また一冊、現れた。 



 

 

■帰国後の不条理と運動の歩みを分析 池田 幸一（シベリア立法推進会議世話人） 

 

 およそ、ある出来事を世間に知らせ後世に残そうと

する場合、それを体験した当事者自身が書くべきか、

或いは第三者の立場の方が宜しいのか。私にはよく判

らないのですが、この労作を読む限り 後者に軍配を

上げざるを得ないように思います。 

 私は「シベリア抑留」を体験した一人ですが、読み

進むうちに国の余りの薄情さ、冷酷さに怒り心頭、と

てもじゃないが平常心を保てなくなりました。ところ

がこれらを冷静かつ丹念に纏めあげ、読む者をして権

力の酷さを学ばしめ、共に告発してゆく本書は、「シベ

リア抑留」の悲劇を知るための格好の手引となってい

ます。 

 何が書かれてあるのか、“はじめに” に述べられて

いる通り、シベリア抑留者による補償運動の軌跡を描

き、それを拒否した戦後国家の一貫した政策とその論

理を探ったものであり、前半は最盛期に 17 万人を擁し

てこの運動を推進した「全抑協」と、そのリーダー斎

藤六郎の挫折、後半はその後の残存グループを再編成

し、辛うじて「シベリア特措法」成立にまで導いた「シ

ベリア立法推進会議」の記録です。 

 その序奏として著者は、多くの文献から出典を明ら

かにしつつ「シベリア抑留」の概要を簡潔に纏め、第

２章の“立ち上がる抑留者たち”に導くのですが、こ

の 120 ページこそが圧巻で、政、官、司法ぐるみの権

力に真正面から立ち向かったシベリア老兵が、善戦空

しく敗れ去った経緯と、その間に蒙ったなりふり構わ

ぬ権謀術数の数々、国家とはここまでやるのか と驚

くほどのテクニックが余す所なく披露されています。 

 この章は最高裁棄却という形で幕を閉じるのですが、

民間の一団体が国を相手に戦後処理の不条理を訴え続

けた実相が浮かび上がってくるのと同時に見えてくる

のが“スターリンに洗脳されたアカの手先どもに、一

銭たりとも呉れてやるものか”の確たる国家の拒否と、

あろうことか、この悪党スターリンに和平の仲介を頼

んだという愚かさへの自虐が手伝い、“はじめに棄却あ

りき”の攻防がいかに至難な戦いであったか、その全

貌を伝えています。 

 “未払いの賃金を払って下さい”という至極当然の

願いを、祖国を相手に裁判までして争わねばならない

ような情けない例が戦勝国、戦敗国を通じて一つでも

あったでしょうか？ そもそもこの国は抑留した連合

国の捕虜たちに対しても１枚の証明書も渡していない

のです。それでも各国は証明書のあるなしに拘わらず、

自国の捕虜にそれぞれの方法で支払っているではあり

ませんか。 

 私はこれらにも増して承服し難いのは司法の堕落で

す。持って行きどころのない不条理を神に代わって裁

き、法による救済を考えるべき裁判所が、能力と勇気

の欠如から国民の信頼を裏切っていることです。司法

は行政府の召使であるのか？「シベリア 

特措法」は全会一致の賛成で可決されました。このよ

うに誰もが出来る判断が、何故裁判官に出来なかった

のか？私は最高裁に謝罪を求めたい気持ちです。 

 18 年を要した斎藤六郎の闘いはこの厚い壁に阻まれ

ました。その敗残の兵の７年間の戦いが不可能を可能

にしたのですが、それを僅か７ページ足らずに要約し

たのが終章です。これは第２章と異なり、それを伝え

る資料や文献が少ない事にもよるのでしょうが、聊か

尻切れトンボの感は免れません。 

 頑なな厚い壁に初めて小さな楔を打ち込み、「パンド

ラの箱」をこじ開けた功績は評価されるべきではない

でしょうか、この闘いは小さな革命でもありました。

奇蹟と云われ、政権交代のお陰だとは良く聞く話です

が、私たちの運動そのものが政権交代を呼び込んだ一

つの要素でもあったのです。 

 この終章をこそ更なる考証を重ねて実相を明らかに

して貰いたい。その中にこそ次代に語り継ぐべきさま

ざまな要素が秘められている、この労作への感謝と共

に、著者引き続きの研鑽を期待するのは望蜀の嘆でし

ょうか。 

 

有志舎刊（2,400 円＋税）＊センターでも取扱 
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《著者から》『シベリア抑留と戦後日本』を上梓して  長澤 淑夫 

 

 高校教員として20数年、主に歴史を教えた後に、さ

らなる転機を求めて大学院に入り、私が日本現代史を

学び直そうとしたのは、2004年のことでした。４月当

初、シベリア抑留と帰還者に対する日本社会の反応か

ら、戦後のナショナリズムの形成を考えようとしまし

たが、いい史料がさがせませんでした。指導教官の薦

めもあって、とりあえず抑留者に話しを聞いてみては

どうかということになり、平塚光雄さんや細川実さん

に当時の話と全抑協運動のことを聞くようになり、合

わせて当時に運動を統括していた有光健さんとも出会

うことが出来ました。さまざまな話を聞くうちに全抑

協が1970年代の末から今日まで、紆余曲折を経ながら

一貫して日本政府に補償をもとめて運動を展開してき

たことを知り、大変興味を持つようなりました。 

 1980年代の運動の発足や分裂、裁判闘争の展開につ

いては細川さんに史料を借りて、読み始め、不明な箇

所を細川さん宅に訪ねて聞くという作業を繰り返すう

ちに、私はしだいに長い運動史に脈絡のようなものを

見出すことができました。全抑協の会報の発送の手伝

いをしながら、関東軍のことや抑留中のエピソードを

聞くことも、戦争を知らない身としては大いに勉強に

なりました。こうして勉強を続けているとさらに新し

い出会いがあり、多くの知己をえることができ、貴重

な教示を得ることができたので、なんとか論文をまと

めることが出来たわけです。 

 ２年後、なんとか修士論文として運動史をまとめ、

大学に提出しました。博士課程に進学し、同時に私は

現場に戻りました。いろいろな偶然から修論を読んで

くれた有志舎の永滝稔さんから、大幅な書き直しを条

件に出版してもよい、との話があり、それに乗ること

にしました。民主党政権下に、補償法が出来た経過を

書き足し、なんとか2011年11月に本を出すことできた

次第です。自分の論文に価値を見出してくれた永滝さ

んには大いに感謝しています。 

 まとまった叙述がない全抑協の運動史を書くことが

できたのは本当によかったと思います。歴史とは誰か

が書かないと忘却の中に埋もれてしまうものです。ま

た運動の相手である日本政府についても、その一貫し

た補償拒否の論理を探ることができ、「戦後日本」の有

り様を分析できたのではないかと自負しています。 

 本を書くにあたり世話になった多くの人々に感謝し

つつ、筆を置きます。 



 

 

 さる10月23日のロシア史研究会年次大会で、シンポ

ジウム「戦後66年シベリア抑留を問う―急がれる公文

書開示と実態解明」(*24頁参照)が催され、日露研究者、

学会員、ジャーナリスト、抑留経験者、遺族が多数参

加した。抑留者の平均年齢は88歳。戦後世代の研究者

との交流もそう長く可能ではない。ぎりぎりのタイミ

ングで設定された企画であった。 

 シベリア抑留者は 60 万人に上り、戦後日本最大の悲

劇であるが、学会としてこれを本格的に取り上げるの

は今回が初めてという。ロシア側にはすでにこの問題

に関する先行研究があり、日本側の立ち遅れについて

研究者側から率直な反省の念が示された。ただしこれ

は研究者の問題というより、ロシアを毛嫌いしがちな

日本全体の風潮から生まれる研究者の絶対数の不足の

問題であろう。 

研究者にとって重要な資料は公文書である。「ソ連に

おける捕虜問題」の公文書資料集は 2000 年以降ロシア

で刊行されているが、なお大多数の公文書は未公刊で、

研究者個人が直接各地の公文書館を訪れねばならず、

さらに訪れても閲覧が拒否される場合も多いという。

本シンポジウムの副題が「急がれる公文書開示と実態

解明」とされたゆえんである。ただ会場での発表・質

疑応答を聞きながら、日露共同研究がそうした障害を

乗り越え、今後豊かに発展するのではないかとの希望

を持った。 

基礎資料と言えばロシア側から厚労省に引き渡され

た抑留者個々人の「登録簿」がある。だがこの個人資

料は「個人情報保護法」の名の下に公開されていない。

しかしこの資料の提供を受けた元抑留者等は６千人に

上るという。厚労省がこの６千人の関係者に資料開示

の可否をアンケートで求め、可とする者の資料を研究

者に公開することは、そう難しい問題ではあるまい。

筆者も長兄をウズベキスタンで失い、兄の登録簿 22 ペ

ージが手元にある。この登録簿の公開は私としても望

むところである。 

 話題にはならなかったが重要資料として抑留者の数

多くの回想録が上げられよう。抑留者の年齢を考える

と、今後その数がそう増えるとは思えない。既刊の資

料を可能な限り一箇所に集中し、利用者の便に供する

ことも重要と思われる。それと共に抑留体験者の生の

声を出来るだけ収録しておくことも必要であろう。時

間はもはやない。 

 公文書は人体の骨格部分に当る。これに肉付けをし、

息吹を吹き込むのが個人資料であろう。難問ではある

が、この両方に軸足を置いた研究が盛んになることを

一遺族として願いたい。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 訃報  韓国シベリア朔風会前会長李炳柱さん逝去 

 心臓病のため長らく闘病生活を送

っておられました李炳柱(ﾘ･ﾋﾞｮﾝｼﾞｭ)

韓国シベリア朔風会前会長が、昨年９

月 13日永眠されました。享年 86 歳。 

 1925 年３月 20 日平壌生まれ。1945

年８月９日に日本名＝吉原吉郎とし

て関東軍歩兵第 253 連隊に配属、中

部シベリアのクラスノヤルスクなど

で抑留生活を送る。1948 年 12 月 20 日威鏡南道興南港

に帰還、平壌を経て、1949 年２月に韓国に帰国。1990

年12月に韓国シベリア朔風会を結成。2010年まで会長。

2003 年６月日本政府を相手取って謝罪と賠償を求めて

東京地裁に提訴、地裁・高裁で請求棄却され、昨年 11

月 30 日最高裁が上告を退け、敗訴確定。2005 年町村外

相に面会、2009 年 10 月が最後の来日で、首相官邸で総

理補佐官に面会。堂々とした日本語での発言はいつも

聞く者の心を打ちました。（＊『オーロラ』42･43 合併号参

照下さい。） 

 訃報  台湾人元シベリア抑留者 陳以文さん逝去 

 私たちと交流のあった唯一の台湾

人元シベリア抑留者の陳以文(ﾁｪﾝ･ｲ

ｳｪﾝ)さんが心肺衰弱のため、１月 17

日逝去されました。享年 84 歳。 

1927 年９月 24 日宜蘭生まれ。東

京の独協中学に通い、1944 年 10 月

に陸軍特別幹部候補生に志願、八戸

教育隊から満州 125 部隊風雲隊に配

属。日本名＝景山雅文。タイセット、

クリコンで抑留生活。1948 年６月に舞鶴に帰り、日本

での居住を希望するも、｢外国人｣として再抑留、台湾

への帰国を命じられ、佐世保から追放、上海経由で苦

労の末、帰郷。親日家で、独協の同窓生やクリコンで

の抑留者との交流を続けていました。東日本大震災被

災者への義捐金もいち早く送ってこられるなど、最後

まで日本のことを気遣って下さいました。心からご冥

福をお祈りいたします。(2007 年『全抑協広報』319､320

号にインタビューが掲載されています。)

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
【編集後記】支援センター｢通信｣第１号をお届けします。 

▼特措法 13 条･実態調査の基本方針に関わる情報･議論を優

先して多く掲載しました。政府と民間の役割分担などもこれ

からの課題です。▼頁数の関係で、紹介できなかった情報が

まだ多数あります。活動報告なども次号から掲載します。当

面年２回発行の予定で、次号は８月初めに発行します。▼『オ

ーロラ』を引き継いで、元抑留者の体験記や手記を多く掲載

したいと思います。ぜひお送り下さい。論文や資料も歓迎で

す。▼締切直前に台湾から陳以文さんの訃報が届きました。

残念です。韓国･台湾･中国など外国籍の方々、旧満州･北朝鮮･

南樺太抑留者への措置も、何とか早く実現させたいと願いま

す。▼今年も８月 23 日(木)に千鳥ヶ淵で｢追悼の集い｣を開催

します。ぜひご参加下さい。賛同者やボランティアも募集中

です。▼発足したばかりのセンターで、不十分なことばかり

ですが、よろしくお願いいたします。E メイルでも適宜情報

を発信していますので、ご希望の方は E メイル・アドレスを

お知らせ下さい。⇒cfrtyo@aol.com 会員･賛助会員も募集中

です。お問い合せ・お申し込みをお待ちしています。＜A＞ 

10 月 23 日ロシア史研究会年次大会パネル報告&質疑 

｢戦後 66 年･シベリア抑留を問う｣を聴いて 

白井 成雄(遺族･会員) 


